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(54) Title: TWIN-SCROLL TURBOCHARGER

(54) 発明の名称 ：ツインスクロールターボチヤ一ジャ

(57) Abstract: ine purpose of tne present invention i s to provide a turbochar
ger in which exhaust gas injected from a scroll inlet does not suddenly expand
near a turbine-blade inlet, and flow resistance inside a turbine blade i s minim
ized, resulting in improved supercharging efficiency and low cost. A twin-
scroll turbocharger (1) i s provided with a rear scroll (22), a ：front scroll (21), a
scroll throat part (24) for partitioning the two scrolls, a turbine blade (3)
caused to rotate by exhaust gas, and a turbine housing (2) for forming the out
er-peripheral section of the turbine blade (3), the ：front scroll (21), and the rear
scroll (22), and i s characterized: by having a slanted surface (28) in which the
line of extension of the slant of the front scroll (21) surface facing the scroll
throat part (24) intersects an intermediate position of a turbine-blade inlet ( 3a ;
and in that the shape of the connection (R) at the intersection (P) between the
slanted surface (28) and a turbine housing (2) inner-circumferential surface
(26), which i s separated fiOm the outer-peripheral section of the turbine blade
(3) by a constant-width gap, i s a shape in which the constant-width (a) gap ex
tends to the turbine-blade inlet ( 3a position.

(57) 要約： スクロール出口から噴出した排ガスが、動翼入口付
近で急膨張 しないようにして、動翼内での流動抵抗を抑えるこ
とにより過給効率向上と低コス 卜の、ターボチヤ一ジャを提供
することを目的と し、ツインスクロールターボチヤ一ジャ
( 1 ) であって、 リヤスクロール （2 2 ) と、フロン トスク
ロール （2 1 ) と、両スクロールを隔壁するスクロ一ルスロ一
ト部 （2 4 ) と、排ガスによって回転させる動翼 （3 ) と、該
動翼 （3 ) の外周部とフロン トスクロール （2 1 ) 、 リヤスク
ロール （2 2 ) を形成するター ビンハウジング （2 ) とを備
え、フロン トスクロール （2 1 ) のスクロ一ルスロ一 ト部 （2
4 ) と対向した面の傾斜の延長線が動翼入口 （3 a ) の中間位
置に交差する傾斜面 （2 8 ) を有 し、動翼 （3 ) の外周部と一
定幅の隙間を有 したター ビンハウジング （2 ) の内周面 （2
6 ) と傾斜面 （2 8 ) とが交差する交差部 P の接続 R の形状
は、一定幅 α の隙間が動翼入口 （3 a ) の位置まで連続する形

.とを特徴とする
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明 細 書

発明の名称 ：ツインスクロールターボチャージャ

技術分野

[0001 ] 本発明は、エンジンの排ガスによって駆動されるターボチヤ一ジャのタ一

ビンハウジングに 2 個の排ガス導入路が形成されたッインスクロ一ルターボ

チヤ一ジャに関する。

背景技術

[0002] エンジンの排ガスエネルギーにより、エンジンへの給気を加圧 して出力を

向上させるため排気タ一ポチャ一ジャが広く使用されている。

通常のターボチヤ一ジャ （排ガス導入流路が 1個）の場合、エンジンの低

速回転数域においては、給気の加圧が十分に行われない傾向があり、その対

応として、ツインスクロールターボチヤ一ジャが採用されている。

ツインスクロールターボチヤ一ジャは、タービンハウジングの 2 個の排ガ

ス導入流路から動翼前縁までの流路がフ口ン卜側と、 リャ側に分割されてい

る。

ツインスクロールターボチヤ一ジャは、エンジンの排気脈動の動圧を有効

に活用できるため、エンジンの低回転数域においても、通常のターボチヤ一

ジャよりも優れた特性を有 している。

[0003] エンジンの排気脈動の動圧を有効に活用するため四気筒ェンジンの場合、

燃焼気筒の順序を考慮 して、第 1 気筒と第 4 気筒の排気管を連結 してリヤス

ク口一ルに排ガスを導入 し、第 2 気筒と第 3 気筒の排気管を連結 してフ口ン

卜スクロールに導入 して、エンジンが 2 回転する間にフロン卜スクロールと

リヤスクロールに交互で且つ間欠的に排ガスが導入されるようになっている

しかし、フロン トスクロ一ル側からの流れとリヤスクロ一ル側からの流れ

とが切換わる際に両スクロールから動翼に入る時期があり、その状態に合わ

せた動翼入口形状になっている。即ち、両スクロールから動翼に排ガスが導



入されるため、動翼入口の幅 （流路面積）を大きくしてある。

そのため、リヤスクロールの出口から嘖出した排ガスは、動翼入口付近で

急膨張し、排ガスの流れが乱れ、その状態で動翼のフィン間を流れる際に渦

流が発生し、流動抵抗が増大し動翼の回転力低下になり、ターボチャージャ

の効率低下をまねく不具合を有する。

[0004] このような先行技術として、弊社出願の実開平 2 —8 3 3 0 4 号公報 （特

許文献 1 ) が開示されている。

特許文献1によると、フロン卜スクロールとリヤスクロールとを仕切ってい

る中仕切り （スクロールスロー卜）の表面に中仕切り近傍を流れる排ガスの

方向を調整する案内板が設けた技術が開示されている。

この案内板により、排ガスの流れ角度を強制的に変えて動翼の回転力を向

上させ、ターボチヤ一ジャの過給効率を向上させるものである。

先行技術文献

特許文献
[0005] 特許文献1 ：実開平 2 _ 8 3 3 0 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0006] 特許文献1によると、フロントスクロールとリヤスクロールとを仕切ってい

る中仕切りの表面に中仕切り近傍を流れる排ガスの方向を調整する案内板を

設けているが、案内板を設けることにより、ターボチヤ一ジャの製作工数及

び、製作金型の複雑形状等によるコスト上昇が生じる。

[0007] そこで、本発明はこのような不具合に鑑み成されたもので、スクロール出

口から噴出した排ガスが、動翼入口付近で急膨張しないようにして、動翼内

での流動抵抗を抑えることにより過給効率向上と低コス卜の、ターボチヤ一

ジャを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0008] 本発明はかかる目的を達成するもので、エンジンの排ガスによって駆動さ



れ るターボチ ヤ一ジャのタ一 ビンハ ウジ ングに該 ターボチ ヤ一ジャの回転軸

の軸線 に沿 つて フロン トスクロール および、 リヤスクロ一ルの 2 個 の排 ガス

導入流路 が形成 されたッイ ンスクロ一ル ターボチ ヤ一ジャであ つて、

前記 フロン トスクロ一ル ぉよび前記 リヤスクロ一ル を形成 するター ビンハ

ウジ ングと、

半径方向断面 中心線 が前記軸線 に対 して略直角 に配設 され る前記 リヤスク

ロール と、

半径方向断面 中心線 が前記軸線 に対 して前記動翼 出口側 に傾斜 して配設 さ

れ る前記 フ口ン 卜スクロール と、

前記 リヤスクロール と前記 フロン 卜スクロール とを仕切 る隔壁 と、

前記回転軸 に装着 され、排 ガスによって該回転軸 を回転 させ る動翼 と、 を

備 え、

前記 フ口ン 卜スクロールのハ ウジ ング側 の傾斜面の延長線 が前記動翼入 口

の中央部位置で交差 すると共 に、前記動翼 の外周部 と一定幅の隙間を有 した

前記 タ一 ビンハ ウジ ングの内周面 と前記傾斜面の延長線 とが交差 する交差部

が、前記動翼入 口幅の内側 で且つ、前記動翼入 口よ り大径側 に位置するよう

に前記 フ ロ ン トスクロールの出口部分が形成 された ことを特徴 とするツイ ン

スクロール ターボチ ヤ一ジャ。

[0009] かかる発明によれば、 スクロール 出口か ら動翼入 口までの間が動翼入 口幅

よ り小 さ く形成 され ることによ り、 リヤスクロ一ルか らの排 ガスがスクロ一

ル 出口か ら動翼入 口までの間で急膨張するのを抑制 して、排 ガスの動翼通過

中における流れの乱れ を抑制 で き、 ツイ ンスクロール ターボチ ヤ一ジャの過

給効率 を向上 させ ることがで きる。

[001 0] また、本願発明において好 ま しくは、前記 リヤスクロール又 は前記 フ ロ ン

卜スクロールの一方のスクロールの出口面積 と、動翼入 口部流路面積 と、前

記動翼 出口の面積 とを順次拡大 させ、面積拡大率 が略直線状 に増大するとよ

い。

[001 1] このような構成 にすることによ り、 リヤスクロール又 はフロン トスクロ一



ルの一方のスクロール出口面積から動翼出口面積までを略直線状に増大する

ようにしたので、流通中の排ガスの急膨張が生起されないので、排ガスの乱

流を抑制 し、流通抵抗を抑えてターボチヤ一ジャの性能向上を図ることがで

きる。

[001 2] また、本願発明において好ましくは、前記 リヤスクロール又は、前記フロ

ン 卜スクロールの一方のスクロール出口幅に対 し、前記動翼入口部流路の軸

方向幅との比率を、 1 ， 2 倍以上 1 ，4 倍以下にするとよい。

[001 3] このような構成にすることにより、スクロール出口幅に対 し、動翼入口部

流路の幅との比率 スを 1 ， 2 倍以上 1 ，4 倍以下としたので、スクロール出

口から動翼入口までの排ガスの増速を抑制 し、動翼内部での急膨張を防止 し

て、動翼内での排ガスの乱流を防ぎ、ターボチヤ一ジャの効率向上を図るこ

とができる。

[0014] また、本願発明において好ましくは、前記交差部は円弧状に形成され、該

円弧状の円弧中心は、前記回転軸線からの半径方向位置が前記動翼入口と同

じか、又は大きくするとよい。

[001 5] このような構成にすることにより、接続 R の中心位置を動翼外周端縁と同

じか、又は大きくしたので、動翼とハウジングとの隙間が動翼の外周端縁ま

で一定にすることができ、動翼入口での排ガス拡大が防止でき、ターボチヤ

—ジャの効率が向上できる。

発明の効果

[001 6] 本発明によれば、動翼入口幅を小さくすることにより、 リヤスクロールか

らの排ガスがスクロール出口から動翼入口までの間で急膨張するのを抑制 し

て、排ガスの動翼通過中における流れの乱れが抑制でき、ツインスクロール

タ一ポチャ一ジャの過給効率を向上させることができる。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図1] 本発明の実施形態にかかるッインスクロールターボチヤ一ジャの作動概

略図を示す。

[ 図2] ( A ) は排ガスが動翼に作用する圧力変化状態図、 （B ) は （A ) の圧



力変化 に対する、 スクロールか らの排 ガス吐出状況模式図を示す。

[ 図3] ( A ) 本発明の第 1 実施形態 にかかる動翼入 口部流路の形状図、 （B )

は動翼入 口部流路の拡大図を示す。

[ 図4 ] 図 3 における各流路断面積の変化状況図を示す。

[ 図5] 本発明の第 2 実施形態 にかかる動翼入 口部流路の形状図を示す。

[ 図 6 ] 本発明 と従来 との排 ガス流通状況比較説明図を示す。

発明を実施するための形態

[001 8 ] 以下、本発明を図に示 した実施例 を用いて詳細 に説明する。但 し、 この実

施例 に記載 されている構成部品の寸法、材質、形状、 その相対配置な どは特

に特定的な記載がない限 り、 この発明の範囲をそれのみに限定する趣 旨では

な く、単なる説明例 にす ぎない。

[001 9] (第 1 実施形態）

図 1 に、本発明の実施形態 にかかるツインスクロール ターボチヤ一ジャの

作動概略図を示 し、 1 はツインスクロール ターボチヤ一ジャを示 し、図 1 に

おいては、排気ター ビン4 側 の断面図を示 している。 5 は 4 気筒 （気筒の図

示省略）のエ ンジンを示 し、仮 に、図上左か ら第 1 気筒 5 a 、第 2 気筒 5 b

、第 3 気筒 5 c 、第 4 気筒 5 d と し、エ ンジン 5 か ら排 出される排 ガスは、

第 1 気筒 5 a と第 4 気筒 5 d の排 ガスを同一排気マ二ホール ドにまとめた A

排気マ二ホール ド5 と、第 2 気筒 5 b と第 3 気筒 5 c の排 ガスを同一排気

マ二ホール ドにまとめた B 排気マ二ホール ド5 2 とに分割 して、夫々の排気

マ二ホール ドに導入される。

[0020] ツイ ンスクロール ターボチヤ一ジャ 1 は、排 ガスの圧力を受ける動翼 3

が周囲に配設 された排気ター ビン4 と、該排気ター ビン4 と一体的に形成 さ

れた軸部 6 が軸受 6 2 を介 して軸支 されている軸受ハ ウジング 6 と、軸部

6 の排気ター ビン4 と反対側 に装着 されているコンプ レッサ （図示省略）

と、排 ガス導入 口 2 3 と、該排 ガス導入 口 2 3 に導入された排 ガスを、排気

ター ビン4 に嘖出するスクロール部 とを備 えている。

[0021 ] ス クロール部 はター ビンハ ウジング 2 に形成 され、軸部 6 1 の軸線方向に



独立 した 2 個の排ガス流路を有 し、排気タ一ビン4 の動翼 3 の外周部に流路

断面積を変化させながら渦巻状に形成されている。渦巻状の内周部から動翼

3 に向け排ガスが嘖出される。

スクロール部の 2 個の排ガス流路は、軸部 6 の軸線C L に沿って排気タ

—ビン4 側からフロン トスクロール 2 1、 リヤスクロール 2 2 の順に形成さ

れている。

そして、フロン トスクロール 2 とリヤスクロール 2 2 は隔壁 2 5 によつ

て仕切 られている。

また、フロン トスクロール 2 1 は、該フロン トスクロール 2 1 のラジアル

方向断面図の中心線C L f (図 3 参照）が排気タ一ビン4 側に傾斜 しており

、 リヤスクロール 2 2 は、該 リヤスクロール 2 2 のラジアル方向断面図の中

心線C L r (図 3 参照）が軸線C L に対 して略直角に配設されている。

[0022] 排ガス導入口2 3 には、 2 個の排ガス導入口が設けられており、一方の排

ガス導入口は、フロン トスクロール 2 1 に連通 し、他方の排ガス導入ロはリ

ヤスクロール 2 に連通 している。

エンジン5 から排出された排ガスは、 A 排気マ二ホール ド5 1 及び、 B排

気マ二ホール ド5 2 を介 して夫々フロン 卜スクロール 2 及び、 リヤスクロ

—ル 2 2 に導入され、動翼 3 に噴射され排気タービン4 を回転させる。

排気タービン4 の回転により、該排気タービン4 と一体的に形成された軸

部 6 1 に装着されているコンプレッサ （図示省略）によって吸気が加圧され

、エンジン5 に供給される。

[0023] 図 2 は4 気筒 （4 サイクル）エンジン5 から排出される排ガスが各スクロ

—ルから動翼 3 に入る圧力状況を図にしたもので、（A ) は各スクロールから

動翼 3 に導かれる排ガスの圧力変化を示 したもので、実線がフロン トスクロ

—ル 2 1、破線がリヤスクロール 2 2 を示す。

従って、 4 気筒 （4 サイクル）エンジン5 から排出される排ガスは、ェン

ジン5 が 2 回転する間に、フロン トスクロール 2 1 及び、 リヤスクロール 2

2 夫々に圧力の高い山形が 2 回づっ （排ガス脈動）現れる。



[0024] 図 2 ( B ) は、フロン トスクロール 2 1 及び、 リヤスクロール 2 2 夫々か

ら動翼 3 に入る圧力の高さを模式的に表わ したもので、矢印の大きさが大き

いと圧力が高いことを示 したものである。

( a ) のタイミングの時は、フロン トスクロール 2 1 から山形波形の頂部

に相当する圧力が動翼 3 に嘖射される。

( c ) のタイミングの時は、 リヤスクロール 2 2 から山形波形の頂部に相

当する圧力が動翼 3 に嘖射される。

そして、 （a ) から （c ) に移る時は （b ) の状態になり、排気マニホ一

ル ド5 1 および、 B排気マ二ホール ド5 2 内に残存 している排ガス圧力が、

両方の排気マ二ホール ド5 1， 5 2 から動翼 3 に低い圧力の排ガスが嘖射さ

れる。

ツインスクロールターボチヤ一ジャ （シングルスクロールも同 じ）の過給

圧を向上させるには、動翼 3 に嘖射する排ガス圧力が高い方が、過給圧向上

には効率がよい。

[0025] 図 3 ( A ) は、本実施形態における動翼入口部流路 2 7 におけるタービン

ハウジング2 側の形状を変えたもので、 （B ) は動翼入口部流路 2 7 の拡大

図を示す。

フロン 卜スクロール 2 のスクロ一ルスロ一 卜部 2 4 を形成する隔壁 2 5

と対向 した面 （タービンハウジング2 ) の傾斜の延長線Mが動翼入口3 a (

動翼の外周端縁）の中央部位置 L 8 Z 2 (動翼入口3 a の軸線C L 方向中間

部）で交差する傾斜面 2 8 と、動翼 3 の外周部と一定幅の隙間 を有 したタ

—ビンハウジング2 の内周面 2 6 との交差部 Ρ における円弧状の接続 Rは、

—定幅の隙間 が動翼入口3 a の位置まで連続するようにした形状になって

いる。

従って、交差部 P は動翼 3 とタービンハウジング2 との隙間 の動翼 3 側

端縁から、該動翼 3 の中央部位置 L 8 / 2 側 （内側）に寄った位置 L 7 にな

る。

交差部 Ρ は、動翼入口3 a より軸部 6 の軸線C L から半径方向において



L 5 の長 さ分大径位置 に位置することになる。即ち、交差部 P における接続

R の中心位置 C P は、軸部 6 1 の軸線 C L か ら半径方向において、動翼入 口

3 a と略同 じ、又はそれよ り大径 （L 6 の長 さ）にすることによって一定幅

の隙間 が動翼入 口 3 a まで形成 される。

このような構造 にすることによ り、動翼入 口部流路 2 7 の幅 L 1 ( タ一 ビ

ンハ ウジング側）が従来の動翼入 口部流路の幅 L 2 (斑点部分 を取 り除いた

部分）に対 し狭 くな り、 当該部の排 ガス流通断面積が小さ くなる。

動翼入 口部流路 2 7 の幅 L 1 部分の斑点部分 Q は本発明において従来形状

に対 し改良 した部分である。

その結果 を図 4 に、発明形状 と、従来形状 との各流路の断面積比較 を示 し

たもので、従来は動翼入 口部流路 2 7 の断面積が動翼 出口 3 b の断面積 と近

い面積 を有 している。

—方、発明形状 においては、 スクロール出口、動翼入 口部流路及び、動翼

出口まで略一直線上 に増大する形状 にな している。

図 6 は本実施形態 と従来形状 （図 3 の斑点部分 Q を除いた形状）における

排 ガスの流れを解析 したものである。

尚、 スクロール出口 2 2 a か ら動翼入 口部流路 2 7 までの距離が長い （排

ガスの膨張範囲が大 きい） リヤスクロール側で実施 した。

また、図 6 ( A ) は、 リヤスクロール出口 2 2 a の幅 L 3 に対 して動翼入

口部流路 2 7 の幅 L 1 が 1 . 2 か ら 1 . 4 倍の範囲で、図 6 ( B ) は リヤス

クロール出口 2 2 a の幅 L 3 に対 して従来の動翼入 口部流路の幅 L 2 が 1 .

8 の条件で実施 した。 [ 幅 L 2 (従来）> L 1 (発 明実施） ]

尚、 フロン トスクロール出口 2 1 a の幅 L 4 に対 しても動翼入 口部流路 2

7 の幅 L 1 が 1 . 2 か ら 1 . 4 倍の範囲 とな っている。

図 6 ( A ) は本発明の場合 を示 し、動翼 3 内 （動翼 と動翼の間）において

排 ガスの渦巻W が小さ くな つてお り、排 ガスの流通抵抗が小さいことを示

している。

—方、図 6 ( B ) は、動翼 3 内において排 ガスの渦巻W 2 が図 6 ( A ) よ



り大きくなっており、排ガスの流通抵抗が大きいことを示 している。

その結果、各スクロール出口から動翼入口の間の空間が小さくなるので、

排ガスの膨張が抑制され、動翼 3 内で渦巻状の流れの発生が抑制され、動翼

3 内における排ガスの流通抵抗が小さくなり、排気タ一ビン4 の回転力が向

上 し、ターボチヤ一ジャとしての過給効率が向上する。

[0027] (第 2 実施形態）

本実施形態では、スクロール出口部と動翼入口部流路 2 7 の形状に関する

ものであり、当該部以外は第 1実施形態と同 じなので、同 じ部品は同 じ符号

を付 して、説明は省略する。

第 2 実施形態は、 リヤスクロール出口2 2 a の幅 L 3 (又はフロン トスク

ロール出口2 1 a の幅 L 4 ) に対 し、動翼入口部流路 2 7 の幅 L 1 (軸方向

幅）の比率ァを 1 . 2 倍から 1 . 4 倍の範囲に規定 したものである。

尚、比率ァが 1 . 2 の場合は、軸部 6 1 の軸線C L に対 し、動翼入口部流

路 2 7 ( C L 方向幅 L 1 ) の半径 R ί n に対 し、 リヤスクロール出口2 2 a

( C L 方向幅 L 3 ) の半径 R o u t との差に伴う周方向の開口長さの差によ

り、動翼入口部流路 2 7 の面積とリヤスクロ一ル出口部 2 2 a の面積との面

積比率が略 1 になる。

[0028] 従って、比率ァを 1 . 2 倍以下とすると動翼入口部通路 2 7 の面積がスク

ロール出口2 2 a の面積より小さくなるため，排ガス流が動翼入口3 a まで

増速 し，その後、動翼内部で出口まで面積が急拡大するため乱れが発生 して

しまう。排ガス流れの乱れは損失を増加させるため，過給機効率が低下する

。従って前記比率は 1 . 2 倍以上 1 . 4 倍以下が望ましい。

これは、図4 に示すように、スクロール出口の流路面積に、動翼入口部流

路 2 7 の流路面積を近づけることにより、流路断面積の急拡大を防止 して、

動翼 3 内での排ガス流の乱れを抑制するものである。

従って、その結果、各スクロール出口2 1 a ， 2 2 a から動翼入口3 a の

間の空間が小さくなるので、排ガスの膨張が抑制され、動翼 3 内で渦巻状の

流れの発生が抑制され、動翼 3 内における排ガスの流通抵抗が小さくなり、



排気タービン4 の回転力が向上 し、ターボチヤ一ジャとしての過給効率が向

上する。

[0029] 本実施形態によると、 リヤスクロール出口2 2 a (又はフロン トスクロール

出口2 1 a ) の幅と、動翼入口部流路 2 7 との拡大比率を小さくすることに

より、排ガス流の急膨張を抑制 して、動翼 3 内 （動翼と動翼の間）を流れる

排ガスの流動抵抗を抑え、ターボチヤ一ジャの過給効率を向上させることが

できる。

産業上の利用可能性

[0030] エンジンの排ガスによって駆動されるタ一ポチャ一ジャの過給効率を向上

させるものに適用できる。



請求の範囲

[ 請求項 1] エ ンジンの排 ガスによって駆動 されるターボチャージャのタ一 ビン

ハ ウジングに該 ターボチヤ一ジャの回転軸の軸線 に沿 って フ ロ ン トス

ク口一ルぉよび、 リヤスクロ一ルの 2 個 の排 ガス導入流路が形成 され

たツインスクロール ターボチヤ一ジャであ って、

前記 フロン トスクロ一ルおよび前記 リヤスクロ一ル を形成するタ一ビ

ンハ ウジングと、

半径方向断面中心線が前記軸線 に対 して略直角 に配設 される前記 リ

ヤスクロール と、

半径方向断面中心線が前記軸線 に対 して前記動翼 出口側 に傾斜 して

配設 される前記 フロン 卜スクロール と、

前記 リヤスクロール と前記 フロン 卜スクロール とを仕切 る隔壁 と、

前記回転軸 に装着 され、排 ガスによって該回転軸 を回転 させる動翼

と、 を備 え、

前記 フ口ン 卜スクロールのハ ウジング側の傾斜面の延長線が前記動

翼入 口の中央部位置で交差すると共 に、前記動翼の外周部 と一定幅の

隙間を有 した前記 ター ビンハ ウジングの内周面 と前記傾斜面の延長線

とが交差する交差部が、前記動翼入 口幅の内側で且つ、前記動翼入 口

よ り大径側 に位置するように前記 フロン トスクロ一ルの出口部分が形

成 された ことを特徴 とするツインスクロ一ル ターポチャ一ジャ。

[ 請求項2] 前記 リヤスクロール又は前記 フロン 卜スクロールの一方のスクロ一

ルの出口面積 と、前記動翼入 口部流路の面積 と、前記動翼 出口の面積

とを順次拡大させ、面積拡大率が略直線状 に増大するように した こと

を特徴 とする請求項 1 記載のツインスクロール ターボチヤ一ジャ。

[ 請求項3] 前記 リヤスクロール又は、前記 フ ロ ン トスクロールの一方のスクロ

ールの出口幅 に対 し、前記動翼入 口部流路の軸方向幅 との比率 を、 1

. 2 倍以上 1 . 4 倍以下 とすることを特徴 とする請求項 1 又 は 2 に記

載のツインスクロール ターボチヤ一ジャ。



[ 請求項4] 前記交差部 は円弧状 に形成 され、該円弧状の中心 は、前記回転軸線

か らの半径方向位置が前記動翼入 口と同 じか、又は大 きくした ことを

特徴 とする請求項 1 乃至 3 のいずれか一項記載のツインスクロール タ

ーボチャージャ。



W O 2013/099461 補正された請求の範囲 PCT/JP2012/079505
[201 3年4月25日(25.04201 3)国際事務局受理]

[請求項 1] (補正後）エンジンの排ガスによって駆動されるターポチヤージャの

タービン八ゥジングに該ターポチヤージャの回転軸の軸線に沿つてつ

ロン卜スクロールおよび、リヤスクロールの 2個の排ガス導入流路が

形成されたツインスクロールターボチャージャであって、

前記フロン卜スクロールおよび前記リヤスクロールを形成するタービ

ン八ウジングと、

半径方向断面中心線が前記軸線に対して略直角に配設される前記リ

ヤスクロールと、

半径方向断面中心線が前記軸線に対して前記動翼出口側に傾斜して

配設される前記フロン卜スクロールと、

前記リヤスクロールと前記フロン卜スクロールとを仕切る隔壁と、

前記回転軸に装着され、ί非ガスによって該回転軸を回転させる動翼

と、を備え、

前記フロン卜スクロールのノ、ウジング側の傾斜面の延長線が前記動

翼入口の中央部位置で交差すると共に、前記動翼の外周部と一定幅の

隙間を有した前記タービンノ、ウジングの内周面と前記傾斜面の延長線

とが交差する交差部が、前記動翼入口幅の内側で且つ、前記動翼入口

より大径側に位置するように前記フロン卜スクロールの出口部分が形

成され、

前記リヤスクロール又は前記フロン卜スク□ —リレの一方のスク口一

ルの出口面積と、前記動翼入口部流路の面積と、前記動翼出口の面積

とを順次拡大させ、面積が略直線状に増大するようにしたことを特徴

とするツインスクロールターボチャージャ。

[請求項 2] (削除）

[請求項 3] (補正後）前記リヤスクロール又は、前記フロン 卜スクロールの一方

のスクロールの回転軸方向の出口幅に対し、前記動翼入口部流路の回

転軸方向幅との比率を、 1 . 2倍以上 1 . 4倍以下とすることを特徴

とする請求項 又は 2 に記載のツインスクロールターボチャージャ。

[請求項 ] (補正後）前記タービンノウジングの内周面と前記傾斜面との接続部

は円弧状に形成され、該円弧状の中心は、前記回転軸線からの半径方

向位置が前記動翼入口と同じか、又は大きくしたことを特徴とする請
補正された用紙 （条約第19条）



求項 1乃至 3 のいずれか一項記載のツインスクロールターボチャージ

ャ。

補 正 され た用紙 （条 約 第 19条 )
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